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●当市は、水戸市やひたちなか市、日立市などの商工業が盛んな地域の隣接市であり、

ベッドタウンとしての位置付けにより発展を遂げてきたが、市内において新たな活

力を生み出す産業の創出等を目論見つつも、「住みよさ」を軸とした魅力ある生活

環境の構築と充実に力点を置き、人口減少が進む社会情勢の中でも市外からの移

住・定住を促進し、少子化対策も踏まえた中で現在の人口を維持するべく各種施策

を展開して活力ある那珂市の実現に向け取り組んでいるところである。 

●子育て支援施策に関しては、第２次那珂市総合計画や第２期那珂市子ども・子育て

支援事業計画をはじめとする各種計画に基づき、子育て世代にやさしい支援体制の

充実を図るとともに、保育施設等の受入れ環境の整備や保護者に対する経済的負担

の軽減などについて充実させ、那珂市が持つ住みよさの「いぃ那珂暮らし」＝子育

て世代にやさしい「子育てにずっといぃ支援」という構図とイメージを創り上げる

ことが重要であるとし、様々な施策や事務事業を講じている。 

●しかしながら、近年待機児童が生じており、その解消を図るべく平成３１年４月に

新設保育園の開園、令和２年４月には２園の認可外保育施設を認可して保育できる

施設を拡充してきたところだが、平成３１年４月は１３人、令和２年４月には１１

人の待機児童が生じてしまっている。 

●このような待機児童が生じている現状を打破するため、近年の保育ニーズ等に関す

る傾向からその原因や課題を見極め、保育施設の新・増設等に関する今後の見通し

や対策としての施策・事業を調査検討した上で、この計画を「第２期那珂市子ども・

子育て支援事業計画」の「～待機児童解消等アクションプラン～」として位置づけ、

進行していくものとする。 

●また、保育士不足という課題に対応するため新たな施策に取り組んでいくとともに、

保護者の経済的負担の軽減を図り、「いぃ那珂暮らし」＝子育て世代にやさしい「子

育てにずっといぃ支援」の実現と、令和５年４月１日における特定希望者（P.２４

参照）を含む“待機児童ゼロ”を目指すものとする。 

Ⅰ 待機児童解消等アクションプランの目的 

➊ 目的 
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◎第２次那珂市総合計画（基本計画）〔平成３０年３月〕 

・子育てと就労の両立支援 

・子育て支援体制の充実 

・子育ての経済的負担の軽減 

 

◎第２期那珂市子ども・子育て支援事業計画〔令和２年３月〕 

・待機児童の解消に向けて、地域型保育施設を取り入れるなど、０歳から２歳の

利用定員の確保に努める 

・子育て費用の負担の軽減 

・多様な保育サービスの充実（民間活用による保育所整備を推進する）（低年齢

児の保育受入れ枠の拡大に努める） 

 

◎第２期那珂市まち・ひと・しごと創生総合戦略〔令和２年３月〕 

・保育料無償化の対象外である０歳から２歳児を持つ世帯への費用負担軽減を検

討する 

・子育て世帯の就労の希望を実現するため、公立・私立の保育所等の受入れ環境

を整備する 

・待機児童解消を図るため、低年齢児（０～２歳）の受入れ枠の拡大に努める 

・保育士の確保と保育士が働きやすい環境の整備に努める 

 

◎可能性への挑戦～那珂ビジョン～〔令和元年５月〕 

・民間資力の活用による待機児童対策の実施 

 

 

 

  

Ⅰ 待機児童解消等アクションプランの目的 

➋ 根拠となる計画（関連個所の抜粋） 

現状の課題に対応するためにこれらの計画を基にして具体的な推進を

図るべくアクションプランを策定する。 
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１ 子ども（０歳～５歳）の数の推移（各年４月１日現在の数：人） 

（出生者数は、各歴年の出生者数：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出展：政策企画課提供資料より） 

【現状】 

 （出生者数等） 

・平成２７年以降５年間の出生者数は、平成２９年に増加はみられるものの、平

成２７年の３７５人と令和元年の３４０人を単純に比較すると、３５人（９．

３３％）の減少であり、全体的には減少傾向である。 

・令和２年度の出生者数は、出生実績及び母子手帳交付件数から約３００人と推

計できる。新型コロナウイルス感染症の影響と思われるが、令和３年度への影

響も十分に想定できる。 

・出生者数と０歳の数を比較すると、平成２９年と平成３１年を除き０歳の方が

多く、市外からの転入による社会動態の増加の影響と思料する。 

（子どもの数） 

・０歳から５歳の合計数の推移では、平成２７年以降減少傾向にあり、平成２７

年の２，５１５人と令和２年の２，３２８人を比較すると、１８７人（７．４

４％）の減少である。 

 

  

Ⅱ 現状の把握 

H27 H28 H29 H30 H31 R2

2,515 2,503 2,444 2,437 2,370 2,328

5歳 448 451 444 432 400 448

4歳 442 442 431 401 441 427

3歳 436 433 398 445 422 381

2歳 414 388 441 410 369 399

1歳 377 425 390 356 400 352

0歳 398 364 340 393 338 321

出生者数 375 343 391 363 340

0
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出生者数

H27 H28 H29 H30 H31 R2

2,515 2,503 2,444 2,437 2,370 2,328

【ポイント】 

  ◎出生者数は、平成２７年度から平成３１年度までの５年間平均で３６２人

となり、それぞれを比較すると、３５人（９．３３％）減少している。 

  ◎新型コロナウイルス感染症の影響と思われる出生者数の減少は今後の保育

供給量に影響を及ぼすため、注視していく必要がある。 

  ◎０歳～５歳の子どもの数は、平成２７年度と令和２年度を比較すると、１

８７人（７．４４％）減少している。 

➊ 子どもの数の推移 
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２ 地区別の子ども（０歳～５歳）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出展：政策企画課提供資料より） 

【Ｈ２７とＲ２の差】 

神崎地区：△ ２０人（△ ８．５１％） 

額田地区：△ １６人（△１５．５３％） 

菅谷地区：△ ２７人（△ ２．０７％） 

五台地区：△ ４２人（△１３．５５％） 

戸多地区：   ３人（ １０．７１％） 

芳野地区：△ ５５人（△２８．５０％） 

木崎地区：△  ２人（△ ２．９４％） 

瓜連地区：△ ２８人（△１０．２９％） 

   計：△１８７人（△ ７．４４％） 

 

【現状】 

 ・５年前との比較では、戸多地区は３人の増加がある。ただし、母数が少ないた

め、今後も増加傾向になるかは不明である。 

 ・それ以外の地区はすべて減少しており、特に芳野地区、五台地区、額田地区の

減少が顕著である。 

 ・菅谷地区の２．０７％減少は、増加に転じている年次もあり、母数から鑑みれ

ば横ばい状態と評価できる。 

 

  

H27 H28 H29 H30 H31 R2

神崎 235 234 228 210 208 215

額田 103 105 100 87 81 87

菅谷 1,306 1,291 1,276 1,331 1,308 1,279

五台 310 306 293 279 264 268

戸多 28 34 37 34 31 31

芳野 193 181 158 156 151 138

木崎 68 64 66 62 62 66

瓜連 272 288 286 278 265 244

2,515 2,503 2,444 2,437 2,370 2,328

0
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2,500
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瓜連

H27 H28 H29 H30 H31 R2
2,515 2,503 2,444 2,437 2,370 2,328

【ポイント】 

◎子どもの数（＝保育ニーズ）としては、継続して菅谷地区が多く、芳野、五

台、額田地区を中心として減少していくものと考えられる。 

Ⅱ 現状の把握 

➊ 子どもの数の推移 
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375 343 391 363 340

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2

生まれ 生まれ 生まれ 生まれ 生まれ 生まれ 生まれ 生まれ 生まれ 生まれ 生まれ

0歳 398 364 340 393 338 321 0歳

1歳 377 425 390 356 400 352 1歳

増減 27 26 16 7 14

2歳 414 388 441 410 369 399 2歳

増減 11 16 20 13 -1

3歳 436 433 398 445 422 381 3歳

増減 19 10 4 12 12

4歳 442 442 431 401 441 427 4歳

増減 6 -2 3 -4 5

5歳 448 451 444 432 400 448 5歳

増減 9 2 1 -1 7

増減 9 8 18 23 50 63 41 6 14

年平均 9 4 6 5.75 10 15.8 13.7 3 14 9.02

出生者数

 

 

 

３ 年齢進行による子どもの数の推移（社会動態） 

（➊の表から年齢進行に並び替えをした出生年次ごとの人数の推移表：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出展：政策企画課提供資料より） 

※）増減は、同年生まれの子どもの対前年との比較 

 

 

【現状】 

 ・減少している年次はあるものの、おおむね増加傾向にある。 

 ・そのうち、５年間の推移がわかる平成２７年出生者は、０歳では３９８人だっ

たところ、５歳時点では４４８人となっており、５年間で５０人（１２．５６％）

の増加があった。 

・これを５年間の平均とすれば、年に１０人の転入による社会動態の増加があっ

たと推測できる。（表全体の平均では年に９．０２人≒９人） 

 

  

【ポイント】 

◎年齢進行の５年間の平均としては、社会動態の増加（転入者の増）により、

年間約９人の増加がある。 

  ◎年々出生者数は減少し、子どもの数も比例して減少しているが、社会動態の

増加より減少幅が緩和されている状態といえる。 

Ⅱ 現状の把握 

➊ 子どもの数の推移 
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１ 特定教育・保育施設等の利用人数（市内利用者のみ）（各年４月１日現在：人） 

（出展：第２期那珂市子ども・子育て支援事業計画及びこども課資料） 

 

（１）保育所等の入所者数の推移 

  
平成 

２７年 

平成 

２８年 

平成 

２９年 

平成 

３０年 

平成 

３１年 

令和 

２年 

菅谷保育所（公立） １６７ １７０ １７７ １７４ １７２ １６３ 

私立保育園 計 ５２６ ５４４ ６０５ ６２９ ６９３ ７６３ 

ゆたか保育園 １３３ １４１ １４９ １５７ １４９ １４３ 

かしま台保育園 １１４ １１７ １２１ １２６ １２０ １２７ 

ごだい保育園 ９１ ８９ ９５ １０２ ９２ ９７ 

瓜連保育園 １１８ １２７ １６４ １７２ １７９ １６８ 

 大成学園額田保育園 ７０ ７０ ７６ ７２ ７２ ７１ 

 いくり保育園 - - - - ８１ ９８ 

 ＡＲＩＮＫＯＭＵＲＡ - - - - - ４９ 

 やえﾅｰｻﾘｰ・ｽｸｰﾙ（従業員枠） - - - - - ３ 

 やえﾅｰｻﾘｰ・ｽｸｰﾙ（地域枠） - - - - - ７ 

計 ６９３ ７１４ ７８２ ８０３ ８６５ ９２６ 

 

（２）公立幼稚園の入所者数の推移 

  
平成 

２７年 

平成 

２８年 

平成 

２９年 

平成 

３０年 

平成 

３１年 

令和 

２年 

横堀幼稚園 ２８ ４８ ４８ ３６ - - 

額田幼稚園 １４ - - - - - 

菅谷幼稚園 １１６ ９１ ７３ ６５ - - 

菅谷西幼稚園 ４０ ４３ ３１ ２１ - - 

五台幼稚園 ３０ ２９ ２５ １７ - - 

芳野幼稚園 ３５ ４１ ３１ ２０ - - 

ひまわり幼稚園 - - - - １４８ １５４ 

計 ２６３ ２５２ ２０８ １５９ １４８ １５４ 

  

Ⅱ 現状の把握 

➋ 特定教育・保育施設等の利用人数の推移 
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（３）私立幼稚園の入所者数の推移 

  
平成 

２７年 

平成 

２８年 

平成 

２９年 

平成 

３０年 

平成 

３１年 

令和 

２年 

さいせい幼稚園 ３７ ４１ ４２ ４９ ５２ ３８ 

ナザレ幼稚園 １４０ １３０ １２７ １１８ １０９ １０３ 

           計 １７７ １７１ １６９ １６７ １６１ １４１ 

 

（４）認定こども園の入所者数の推移 

  
平成 

２７年 

平成 

２８年 

平成 

２９年 

平成 

３０年 

平成 

３１年 

令和 

２年 

認定こども園大成学園幼稚園 

（幼稚園部分） 
１２３ １５０ １２９ １１３ １１０ １２４ 

認定こども園大成学園幼稚園 

（保育所部分） 
２４ ２６ ６８ ７９ ８６ ７３ 

 計 １４７ １７６ １９７ １９２ １９６ １９７ 

 

（５）【集計】０歳から５歳までの子どもの数と特定教育・保育施設等を利用する子

どもの割合 

  
平成 

２７年 

平成 

２８年 

平成 

２９年 

平成 

３０年 

平成 

３１年 

令和 

２年 

０歳から５歳の子どもの数 ２,５１５ ２,５０３ ２,４４４ ２,４３７ ２,３７０ ２,３２８ 

特定教育・保育施設等を利用 

する子どもの数（全体） 
１,２８０ １,３１３ １,３５６ １,３２１ １,３７０ １,４１８ 

特定教育・保育施設等 

利用割合（％） 
５０.８９ ５２.４６ ５５.４８ ５４.２１ ５７.８１ ６０.９１ 

保育所・園を利用する 

子どもの数 
７１７ ７４０ ８５０ ８８２ ９５１ ９９９ 

保育所・園利用割合（％） ２８.５１ ２９.５６ ３４.７８ ３６.１９ ４０.１３ ４２.９１ 

 

【現状】 

・前述のとおり、子ども（０歳～５歳）の数は、５年前から１８７人（△７．４

４％）減少しているものの、特定教育・保育施設等利用者数は平成２７年の１，

２８０人から令和２年の１，４１８人と１３８人の増となり、利用割合も５０．

８９％から６０．９１％と１０．０２％増加している。 

・また、保育所・園の利用者に限定すると、平成２７年の７１７人から令和２年

の９９９人と２８２人の増となり、利用割合も２８．５１％から４２．９１％

と１４．４％の増加となっている。 

  【ポイント】 

◎子どもの数は減少しているが、特定教育・保育施設等の利用率はここ５年間

で急激に高まっている。 
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２ 年齢別の保育園利用人数（各年４月１日現在：人） 

 
 

 

広域利用者含む（利用定員はR2.4.1現在、人数は各年の4月1日現在：人）

年齢
利用
定員

H27 H28 H29 H30 H31 R2
R2

入所率

公立 0 15 13 9 9 10 9 9 60.00

1 20 22 24 25 25 26 24 120.00

2 30 27 29 33 32 30 30 100.00

3 36 32 35 35 37 37 33 91.67

4 37 39 35 38 38 37 37 100.00

5 37 38 38 38 35 38 35 94.59

計 175 171 170 178 177 177 168 96.00

私立 0 12 5 11 8 12 12 7 58.33

1 23 23 24 29 29 21 24 104.35

2 25 24 22 29 30 30 23 92.00

3 30 29 29 30 30 30 30 100.00

4 30 29 29 29 30 29 30 100.00

5 30 29 30 30 30 30 30 100.00

計 150 139 145 155 161 152 144 96.00

0 8 6 8 8 7 6 8 100.00

1 20 19 20 20 20 21 20 100.00

2 23 22 22 24 25 23 25 108.70

3 23 24 24 22 26 26 26 113.04

4 23 21 25 26 24 25 23 100.00

5 23 23 20 23 26 23 25 108.70

計 120 115 119 123 128 124 127 105.83

0 8 5 8 8 5 7 6 75.00

1 16 16 16 16 16 13 16 100.00

2 20 19 18 25 21 19 19 95.00

3 20 21 19 18 27 18 20 100.00

4 20 18 20 20 17 26 19 95.00

5 21 19 18 15 21 15 23 109.52

計 105 98 99 102 107 98 103 98.10

0 15 7 6 4 11 8 4 26.67

1 30 20 26 28 22 30 25 83.33

2 30 27 24 37 31 31 33 110.00

3 30 24 33 37 41 31 31 103.33

4 30 21 26 36 41 43 35 116.67

5 30 29 22 33 35 42 44 146.67

計 165 128 137 175 181 185 172 104.24

0 5 5 4 4 2 5 6 120.00

1 7 6 8 12 12 9 10 142.86

2 12 12 11 12 11 12 12 100.00

3 15 16 15 15 15 16 13 86.67

4 15 16 16 17 15 16 17 113.33

5 16 15 16 16 17 15 16 100.00

計 70 70 70 76 72 73 74 105.71

0 12 ‐ ‐ ‐ ‐ 13 12 100.00

1 18 ‐ ‐ ‐ ‐ 18 17 94.44

2 18 ‐ ‐ ‐ ‐ 18 18 100.00

3 25 ‐ ‐ ‐ ‐ 20 25 100.00

4 20 ‐ ‐ ‐ ‐ 13 18 90.00

5 17 ‐ ‐ ‐ ‐ 2 12 70.59

計 110 0 0 0 0 84 102 92.73

いくり保育園

菅谷保育所

ゆたか保育園

かしま台保育園

ごだい保育園

瓜連保育園

大成学園額田保育園

Ⅱ 現状の把握 

➋ 特定教育・保育施設等の利用人数の推移 
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年齢 H27 H28 H29 H30 H31 R2
0 2 2 0 0 2 3
1 1 3 6 2 3 3
2 8 4 4 6 3 12
3 3 9 5 5 9 6
4 5 4 9 5 5 11
5 9 5 6 8 8 6
計 28 27 30 26 30 41
0 3 1 0 2 2 3
1 3 11 10 13 11 14
2 7 12 14 10 13 11
3 16 12 19 38 32 35
4 19 18 14 33 40 33
5 15 21 15 18 31 46
計 63 75 72 114 129 142

【市外利用】

那珂市民が
他市町村の施設利用

【広域利用】

他市町村から
那珂市の施設利用

広域利用者含む（利用定員はR2.4.1現在、人数は各年の4月1日現在：人）

年齢
利用
定員

H27 H28 H29 H30 H31 R2
R2

入所率

0 6 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 6 100.00

1 12 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 12 100.00

2 16 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 16 100.00

3 18 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 11 61.11

4 12 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 12 100.00

5 10 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 7 70.00

計 74 0 0 0 0 0 64 86.49

0 2 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 0 0.00

1 2 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 2 100.00

2 2 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 2 100.00

3 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

5 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

計 6 0 0 0 0 0 4 66.67

0 4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 0 0.00

1 4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 4 100.00

2 4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 3 75.00

3 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

5 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

計 12 0 0 0 0 0 7 58.33

こども園 0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

1 12 0 0 12 10 12 12 100.00

2 12 0 5 12 15 12 12 100.00

3 15 5 4 17 15 17 14 93.33

4 15 9 8 16 23 19 18 120.00

5 15 10 10 14 18 28 18 120.00

計 69 24 27 71 81 88 74 107.25

0 87 41 46 41 47 60 58 66.67

1 164 106 118 142 134 150 166 101.22

2 192 131 131 172 165 175 193 100.52

3 212 151 159 174 191 195 203 95.75

4 202 153 159 182 188 208 209 103.47

5 199 163 154 169 182 193 210 105.53

合計 1,056 745 767 880 907 981 1,039 98.39

94.90 96.24 103.04 106.21 99.70 98.39

※入所率は、各年の利用定員に対する数値

入所率（％）

認定こども園
大成幼稚園
（保育部分）

ARINKOMURA

やえ
ナーサリー・スクール

（従業員枠）

やえ
ナーサリー・スクール

（地域枠）
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【現状】 

・保育施設の入所率は、平成２９年度と平成３１年度は１００％を超えていたが、

令和２年度は、９８．３９％である。 

  ・ただし、令和２年４月１日の待機児童は「１歳児が１１人」生じており、１歳

全体では、１６４人定員のところ、１６６人の入所である。（１１月１日現在

では１７７人の入所有り） 

・年齢別では、０歳と３歳で余裕はあるものの、それ以外の年齢は、利用定員を

超えて入所がある状況である。 

  ・他市町村から市内保育施設への利用者数は４１人のところ、那珂市民の他市町

村利用は１４２人となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ポイント】 

  ◎他市町村利用が多い要因としては、那珂市内の保育施設に余裕がない、勤務

先近くの保育園に通わせたいというニーズが挙げられると思料する。（ベッ

ドタウン化の象徴） 

◎待機児童の解消並びに他市町村利用の子どもも市内で保育出来るようにす

るためには、市内全体での保育定数の拡充が必要と考えられる。 
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３ 保育施設等の認可定数とその変遷 

 

 

 

 

（単位：人）

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5

公立 0 15 12 15 15 15 15 15 15 15 15 15 3

1 20 24 20 20 20 20 20 20 20 20 20 -4

2 30 24 30 30 30 30 30 30 30 30 30 6

3 36 30 36 36 36 36 36 36 36 36 36 6

4 37 30 37 37 37 37 37 37 37 37 37 7

5 37 30 37 37 37 37 37 37 37 37 37 7

計 175 150 175 175 175 175 175 175 175 175 175 25

0 5 -5

1 -20

2 0

3 15 -15

4 -20

5 0

計 0 60 -60

私立 0 12 10 12 12 12 12 12 12 12 12 12 2

1 23 15 23 23 23 23 23 23 23 23 23 8

2 25 20 25 25 25 25 25 25 25 25 25 5

3 30 25 30 30 30 30 30 30 30 30 30 5

4 30 25 30 30 30 30 30 30 30 30 30 5

5 30 25 30 30 30 30 30 30 30 30 30 5

計 150 120 150 150 150 150 150 150 150 150 150 30

0 8 9 8 8 8 8 8 8 8 8 8 -1

1 20 10 20 20 20 20 20 20 20 20 20 10

2 23 20 23 23 23 23 23 23 23 23 23 3

3 23 20 23 23 23 23 23 23 23 23 23 3

4 23 15 23 23 23 23 23 23 23 23 23 8

5 23 16 23 23 23 23 23 23 23 23 23 7

計 120 90 120 120 120 120 120 120 120 120 120 30

0 8 9 8 8 8 8 8 8 8 8 8 -1

1 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 -14

2 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

3 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 0

4 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 -11

5 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21

計 105 90 105 105 105 105 105 105 105 105 105 15

0 15 12 13 13 15 15 15 15 15 15 15 3

1 30 22 22 30 30 30 30 30 30 30 -7

2 30 25 25 30 30 30 30 30 30 30 30

3 30 23 25 25 30 30 30 30 30 30 30 7

4 30 24 25 25 30 30 30 30 30 30 30 6

5 30 24 25 25 30 30 30 30 30 30 30 6

計 165 120 135 135 165 165 165 165 165 165 165 45

0 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

1 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

2 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

3 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15

4 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15

5 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16

計 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70

0 18 18 12 15 18 18 12

1 18 18 18 18 18 18 18

2 18 18 18 18 18 18 18

3 25 25 25 25 25 25 25

4 25 25 20 25 25 25 20

5 26 26 17 19 26 26 17

計 130 0 0 0 0 130 110 120 130 130 120

H26とR2の
認可定数の

比較

瓜連保育園
（Ｈ２８増築）

37

30

31

20

20

額田保育所

利用定員
認可定数年齢

菅谷保育所

ゆたか保育園

かしま台保育園

ごだい保育園

大成学園額田保育園

いくり保育園

Ⅱ 現状の把握 

➋ 特定教育・保育施設等の利用人数の推移 
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【現状】 

・平成２６年度は６３０人の定員だったところ、令和２年度は１，０５６人の定

員となっており、６年で４２６人、１．６８倍の保育枠の増加となっている。 

・平成２７年度からの新制度移行に伴い、認可定数を超えた保育が原則不可能と

なることから、保育士や保育面積等を考慮して、各保育施設において定数の増

加の検討をしていただき、最大限の拡大を図ることができた。 

・その結果、平成２７年度は、新設等も含め前年度から１５５人の利用定員の増

加があった。 

・以後、施設の増築や新設、認可外保育施設の認可化などの対応により、令和２

年度現在で１，０５６人の保育枠となり、令和５年度の待機児童ゼロを目指す

時点では、１，１０４人の利用定員になる見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5

0 6 6 9 9 9 6

1 12 12 15 15 15 12

2 16 16 18 18 18 16

3 20 18 20 20 20 18

4 20 12 18 20 20 12

5 20 10 12 20 20 10

計 94 0 0 0 0 0 74 92 102 102 92

0 2 2 2 2 2 2

1 2 2 2 2 2 2

2 2 2 2 2 2 2

3 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

5 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

計 6 0 0 0 0 0 6 6 6 6 6

0 4 4 4 4 4 4

1 4 4 4 4 4 4

2 4 4 4 4 4 4

3 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

5 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

計 12 0 0 0 0 0 12 12 12 12 12

こども園 0 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

1 12 ‐ ‐ 12 12 12 12 12 12 12 12

2 12 ‐ 12 12 12 12 12 12 12 12 12

3 15 10 10 15 15 15 15 15 15 15 15

4 15 10 10 15 15 15 15 15 15 15 15

5 15 10 10 15 15 15 15 15 15 15 15

計 69 30 42 69 69 69 69 69 69 69 69

0 93 57 61 61 63 63 81 87 93 96 96 30

1 164 136 108 108 128 128 146 164 167 167 167 28

2 192 64 135 147 152 152 170 192 194 194 194 128

3 214 133 159 159 169 169 194 212 214 214 214 79

4 215 145 160 160 170 170 195 202 213 215 215 57

5 218 95 162 162 172 172 198 199 203 218 218 104

合計 1,096 630 785 797 854 854 984 1,056 1,084 1,104 1,104 426

155 12 57 0 130 72 28 20 0

H26とR2の
認可定数の

比較

対前年度

利用定員
認可定数年齢

認定こども園
大成幼稚園
（保育部分）

ARINKOMURA

やえ
ナーサリー・スクール

（従業員枠）

やえ
ナーサリー・スクール

（地域枠）

【ポイント】 

  ◎平成２７年度の子ども・子育て支援新制度移行に伴う保育定員の拡充につ

いては、各保育施設において安心・安全で質の高い保育環境を提供するに

当たり最善と積算した保育人数から、保育面積と保育士の数を最大限考慮

して拡大していただいた保育人数となっている施設もあり、各保育施設が

理想とする保育人数ではないことは、今回の施設整備の検討の際には、加

味しなければならない内容である。 
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１ 待機児童の発生状況 

（各年４月１日及び１０月１日現在の待機児童数：人） 

 

H２

７ 

４ 

H２

７ 

１０ 

H２

８ 

４ 

H２

８ 

１０ 

H２

９ 

４ 

H２

９ 

１０ 

H３

０ 

４ 

H３

０ 

１０ 

H３

１ 

４ 

H３

１ 

１０ 

R２ 

４ 

R２ 

１０ 

０歳 ０ ０ ０ １０ ０ １５ ０ ２９ ０ １７ ０ １７ 

１歳 ０ ０ ２７ ０ ０ ０ ０ １３ ０ １０ １１ ８ 

２歳 ０ ０ ０ ０ ６ ４ １２ ３ ９ ９ ０ ５ 

３歳以上 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １５ １０ ４ ２ ０ １ 

計 ０ ０ ２７ １０ ６ １９ ２７ ５５ １３ ３８ １１ ３１ 

 

 

２ 保育園入所審査人数と承諾数（那珂市内の希望者のみ） 

（各年５月入所の審査（４月実施）の件数＋令和２年５月入所以降の審査件数と承諾の件数） 

   H２

８ 

５ 

H２

９ 

５ 

H３

０ 

５ 

R 元 

５ 

R２ 

５ 

R２ 

６ 

R２ 

７ 

R２ 

８ 

R２ 

９ 

R２ 

１０ 

審
査
件
数 

０歳 ７ ４ ８ ８ ３ ５ １３ １６ ２６ ２６ 

１歳 ３０ ８ １８ ２１ ２７ １９ ２０ １６ １６ １４ 

２歳 ９ １０ １０ １２ １２ ９ ９ １１ １１ １２ 

３歳 ５ ２ ２０ ７ ６ ８ ７ ６ ５ ６ 

４歳 ３ ２ １ １ １ ０ １ １ ４ ７ 

５歳 ０ ０ ０ ０ １ １ １ ２ ２ ４ 

計 ５４ ２６ ５７ ４９ ５９ ４２ ５１ ５２ ６４ ６９ 

承
諾
件
数 

０歳 ４ ３ ３ １ ２ ４ ４ ６ ５ ３ 

１歳 １ ２ ２ ７ ７ １ ４ １ ２ ０ 

２歳 ４ ６ １ １ ３ １ １ ３ ０ １ 

３歳 ３ ２ ４ ２ １ １ １ ２ ２ ０ 

４歳 １ ２ １ ０ ０ ０ １ １ ０ ２ 

５歳 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １ 

計 １３ １５ １１ １１ １３ ７ １１ １４ ９ ７ 

承諾率 24.07 59.69 19.30 22.45 22.03 16.67 21.57 26.92 14.06 10.14 

 

 

  【ポイント】 

  ◎審査件数に対して、承諾件数はかなり少ない状況である。 

  ◎入所審査会の審査件数から見ても、待機児童数の数倍の保育希望者が生じ

ていることが大きな課題と判断できる。 

Ⅱ 現状の把握 

➌ 待機児童の発生状況と保育園入所審査件数 
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３ 入所審査の内訳（令和２年１０月：市内在住者） 

R２.１０ 審査件数 承諾件数 差引 
待機 

児童数 

待機児童 

対象外 

０歳 ２６ ３ ２３ １７ ６ 

１歳 １４ ０ １４ ８ ６ 

２歳 １２ １ １１ ５ ６ 

３歳 ６ ０ ６ １ ５ 

４歳 ７ ２ ５ ０ ５ 

５歳 ４ １ ３ ０ ３ 

計 ６９ ７ ６２ ３１ ３１ 

 

（１）待機児童（３１人）の内訳 

 

①地区別 

 
待機 

児童数 
神崎 額田 菅谷 五台 戸多 芳野 木崎 瓜連 

０歳 １７ ０ ２ １４ ０ ０ ０ ０ １ 

１歳 ８ ０ ０ ５ ２ ０ ０ ０ １ 

２歳 ５ ０ １ ３ ０ ０ ０ ０ １ 

３歳 １ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ 

４歳 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

５歳 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ３１ ０ ３ ２３ ２ ０ ０ ０ ３ 

 

 

②待機児童に計上した理由別 

 
待機 

児童数 
育休中 

保護者等 

保育可能 

託児所・ 

一時預かり 

０歳 １７ １２ ５ ０ 

１歳 ８ ０ ４ ４ 

２歳 ５ ０ ２ ３ 

３歳 １ ０ ０ １ 

４歳 ０ ０ ０ ０ 

５歳 ０ ０ ０ ０ 

計 ３１ １２ １１ ８ 

 

 

  

Ⅱ 現状の把握 

➌ 待機児童の発生状況と保育園入所審査件数 
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（２）待機児童対象外（３１人：隠れ待機）の内訳 

 

①地区別 

 
待機児童 

対象外 
神崎 額田 菅谷 五台 戸多 芳野 木崎 瓜連 

０歳 ６ ０ １ ４ ０ ０ ０ １ ０ 

１歳 ６ １ ０ ４ ０ ０ ０ １ ０ 

２歳 ６ １ ０ ４ ０ ０ ０ １ ０ 

３歳 ５ ０ ０ ３ １ ０ ０ １ ０ 

４歳 ５ ０ ０ ４ １ ０ ０ ０ ０ 

５歳 ３ ０ １ ２ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ３１ ２ ２ ２１ ２ ０ ０ ４ ０ 

 

 

②待機児童対象外に計上した理由別 

 
待機児童 

対象外 

求職停止 

（注１） 

企業主導型 

（注３） 

転園希望 

（注５） 

育休延長 

（注８） 

１号⇒２号 

認定変更 

０歳 ６ ３ ０ １ ２ ０ 

１歳 ６ ０ ２ ４ ０ ０ 

２歳 ６ １ １ ４ ０ ０ 

３歳 ５ １ ０ １ ０ ３ 

４歳 ５ ０ ０ ０ ０ ５ 

５歳 ３ ０ ０ ０ ０ ３ 

計 ３１ ５ ３ １０ ２ １１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ポイント】 

  ◎待機児童は０歳から２歳児で、圧倒的に菅谷地区に多い。 

  ◎隠れ待機は０歳から５歳児まで平均的に生じているが、０歳から２歳児ま

では転園希望が多く、３歳から５歳までは、１号認定（幼稚園）から２号

認定（保育園）への希望が多くなっており、保護者（母親）の就業環境の

変化により、遅い時間まで保育できる環境を望まれているものと思料する。 
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【参考１】待機児童の定義 

 

 

 

 

 

 

  

（厚生労働省）保育所等利用待機児童数調査に関する自治体ヒアリング 

平成２８年１０月１８日（参考資料２） 

 

保育所等利用待機児童の定義 

 

調査日時点において、保育の必要性の認定（２号又は３号）がされ、特定教育・

保育施設（認定こども園の幼稚園機能部分及び幼稚園を除く。以下同じ。）又は特

定地域型保育事業の利用の申込がされているが、利用していないものを把握する

こと。 

（事例）利用申込をしていない認可外在籍児童は待機児童対象外。ただし、認可の利用

申込をしている場合は待機児童となる。 

 

（注１）保護者が求職活動中の場合については、待機児童に含めることとするが、

調査日時点において、求職活動を休止していることの確認ができる場合に

は、本調査の待機児童数には含めないこと。 

（事例)求職活動中の場合は待機児童扱いだが、休止している場合は待機児童に含めな

い。 

 

（注２）広域利用の希望があるが、利用できない場合には、利用申込者が居住す

る市町村の方で待機児童としてカウントすること。 

（事例）市内居住者が他市町村の保育施設を希望するが利用できない場合は、那珂市

の待機児童となる 

 

（注３）付近に特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業がない等やむを得な

い事由により、特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業以外の場で適

切な保育を行うために実施している、 

①国庫補助事業による認可化移行運営費支援事業及び幼稚園における長

時間預かり保育運営費支援事業で保育されている児童 

②地方公共団体における単独保育施策（いわゆる保育室・家庭的保育事

業に類するもの）において保育されている児童 

③特定教育・保育施設として確認を受けた幼稚園又は確認を受けていな

いが私学助成、就園奨励費補助の対象となる幼稚園であって一時預か

り事業（幼稚園型）又は預かり保育の補助を受けている幼稚園を利用

している児童 

④企業主導型保育事業で保育されている児童 

については、本調査の待機児童数には含めないこと。 

 

（注４）いわゆる”入所保留”（一定期間入所待機のままの状態であるもの）の場

合については、 保護者の特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の利

用希望を確認した上で希望がない場合には､除外することができること。 

（事例）利用希望の申し込みがない場合は、利用調整を行わない。 
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（注５）特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を現在利用しているが、第

１希望の保育所でない等により転園希望が出ている場合には、本調査の待

機児童数には含めないこと。 

（事例）現在保育園の利用があるが、第１希望ではないため転園希望している場合は、待

機児童に含めない。 

 

（注６）産休・育休明けの利用希望として事前に利用申込が出ているような、利

用予約（利用希望日が調査日よりも後のもの）の場合には、調査日時点に

おいては、待機児童数には含めないこと。 

 那珂市では、利用予約は実施していない。 

 

（注７）他に利用可能な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業等があるに

も関わらず、特定の保育所等を希望し、保護者の私的な理由により待機し

ている場合には待機児童数には含めないこと。 

（事例）特定の保育園しか希望していないなど、私的な理由の場合は待機児童としない。 

一つの施設のみ希望、希望施設以外に入所できるが入所しない場合、他に空きが

あるがきょうだい同一施設希望など 

 

※ 他に利用可能な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業等とは、 

（１）開所時間が保護者の需要に応えている。(例えば、希望の保育所と開

所時間に差異がないなど) 

（２）立地条件が登園するのに無理がない。（例えば、通常の交通手段によ

り、自宅から２０～３０分未満で登園が可能など） 

市内保育施設は一律通園可能と判断している。（地区割は行っていない） 

（３）特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業以外の場で適切な保育

を行うために実施している、国庫補助事業による認可化移行運営費

支援事業及び幼稚園における長時間預かり保育運営費支援事業の対

象となっている施設 

（４）地方公共団体における単独保育施策（いわゆる保育室・家庭的保育

事業に類するもの）の対象となっており、市町村子ども・子育て支

援事業計画の提供体制確保に規定されている施設 （保護者の保育ニ

ーズに対応していることが利用者支援事業等の実施により確認でき

ている場合） 

 

（注８）保護者が育児休業中の場合については、待機児童数に含めないことがで

きること。その場合においても、市町村が育児休業を延長した者及び育児

休業を切り上げて復職したい者等のニーズを適切に把握し、引き続き利用

調整を行うこと。 

（事例）育児休業中で復職意向がある場合は待機児童に含める。復職意向が確認でき

ない場合（育児休業の延長を含む）は待機児童に含めない。 
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【参考２】R２.１１.１３茨城県待機児童対策協議会資料（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

待機児童の現状 
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待機児童の現状 

待機児童の位置づけ 
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待機児童解消に向けた方向性 
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待機児童解消の４ステップ 

Ａ・Ｂ区分の境界・判別方法の統一化・明確化 

「利用可能」の取扱い 
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「申込者がどの区分に属するか」分類 

分類の基本方法 

利用調整の取扱い（申込者の意向の確認） 

「育休延長目的」の確認 

待機児童を重点的に・効率的に減らす 



 

25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

利用調整の取扱い（利用調整の時期及び個別調整等） 

年度当初からの利用定員の超過（弾力運用） 
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５歳階級別の労働力人口 平成27年10月1日現在

資料：国勢調査

11% 3%

76%

92% 67%

32%

33% 21%

26% 15%

22% 12%

75%

51%

労働力人口
非労働力人口 労働力率

就業者 完全失業者

12% 9%

67% 68%

88% 79%

89% 71%

93%

男性 女性

72%

94% 76%

94% 77%

94%

男性 女性 男性 女性 男性 女性

就業率

男性 女性
10%

 20～24歳 602人 606人 58人 45人 237人 243人 74% 73%

145人 107人 15人 11人 1,036人 1,047人 13% 15～19歳

193人 96% 83%

 30～34歳 1,193人 951人 86人 46人 60人 348人

 25～29歳 955人 883人 81人 40人 45人

96% 74%

 35～39歳 1,494人 1,152人 72人 35人 39人 415人 98% 74%

 40～44歳 1,807人 1,403人 67人 32人 49人 417人 97% 77%

80% 51%

359人 97% 78%

 50～54歳 1,475人 1,265人 62人 22人 40人 376人

 45～49歳 1,572人 1,287人 48人 21人 51人

 60～64歳 1,590人 1,038人 99人 37人 435人

 55～59歳 1,590人 1,211人 59人 23人 88人 569人 95% 68%

97% 77%

49%1,049人

53% 32%

 70～74歳 564人 382人 16人 5人 1,139人 1,415人 34% 21%

 65～69歳 1,122人 701人 50人 6人 1,035人 1,495人

 75～79歳 330人 206人 1人 4人 963人 1,188人 26% 15%

1,151人 22% 12%

 85歳以上 77人 53人 2人 0人 641人 1,647人

 80～84歳 202人 157人 0人 1人 711人

11% 3%

50%総　　数 14,718人 11,402人 716人 328人 6,569人 11,912人 70% 67% 48%

（単位：％）

15～64
15～24 25～34 35～44 45～54 55～64 65歳

歳 歳 歳 歳 歳 歳 55～59歳 60～64歳 以上

　　2009 H21 46.2 59.8 41.1 67.3 65.0 71.0 51.7 60.6 42.9 13.0

　　2010 H22 46.3 60.1 40.5 68.0 65.2 71.5 52.0 61.2 44.2 13.1
  # 2011 H23 <46.2> <60.2> <40.2> <68.3> <65.9> <71.6> <51.9> <62.1> <44.2> <13.0> 

 　 2012 H24 46.2 60.7 39.0 69.1 66.7 72.2 52.4 62.6 44.5 13.2
 　 2013 H25 47.1 62.4 40.6 70.7 68.6 73.3 54.2 64.7 46.0 13.7
 　 2014 H26 47.6 63.6 41.0 71.6 70.1 73.9 56.0 66.3 47.6 14.3

 　 2015 H27 48.0 64.6 40.9 72.1 71.2 74.8 57.9 67.5 49.4 15.0

 　 2016 H28 48.9 66.0 42.9 73.9 71.8 76.0 59.6 69.3 50.8 15.8
 　 2017 H29 49.8 67.4 42.9 75.7 73.3 77.0 62.0 70.5 53.6 16.3
 　 2018 H30 51.3 69.6 46.8 77.6 75.8 77.7 64.2 72.0 56.8 17.4

 　 2019 H31 52.2 70.9 48.4 78.6 77.0 79.2 66.1 73.2 58.6 17.8
# < >内の実数は補完推計値又は補完推計値を用いて計算した参考値である。 （Ｒ２．７．３１総務省公表資料）

女

第１６表　年齢階級別就業率

総 数年

 

 

 

 

１ 総務省統計局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 国勢調査那珂市データ（平成２７年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
【ポイント】 

  ◎総務省公表データの平成２１年度と平成３１年度を比較すると、２５歳～４

４歳の子育てのメインとなる世代では、女性の就業率が１０％以上向上して

おり、８０％に迫る勢いである。 

  ◎那珂市の平成２７年度の女性の就業率と総務省のデータを比較すると、ほぼ

同様な傾向である。 

  ◎近年は大きな変化はないものの、女性の就業率向上に伴い、さらに保育ニー

ズが高まる可能性がある。 

Ⅱ 現状の把握 

➍ 女性の就業率調べ 
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１ 住宅建築件数 

建築確認件数一覧（平成２９年度～令和２年９月末現在） 

（住宅、併用・兼用住宅、長屋・共同住宅など、住宅関連建築物の建築確認件数の集計） 

 

 

 

  

Ⅱ 現状の把握 

➎ 住宅の建築状況調べ 

（単位：件）
平成

29年度
平成

30年度
令和

元年度
令和

2年度
計

本米崎 2 5 0 0 7
向山 5 3 2 3 13
横堀 5 7 6 6 24
堤 6 4 2 1 13
杉 13 15 9 6 43

計 31 34 19 16 100

額田東郷 2 4 1 1 8
額田南郷 6 5 5 6 22
額田北郷 4 6 2 0 12

計 12 15 8 7 42

菅谷 133 165 147 58 503
福田 7 3 6 3 19

竹ノ内 10 4 11 3 28
計 150 172 164 64 550

後台 26 18 22 10 76
中台 9 10 15 12 46

東木倉 2 1 4 0 7
西木倉 3 1 1 1 6
豊喰 2 2 2 1 7
津田 2 1 4 4 11

計 44 33 48 28 153

戸 5 5 5 2 17
田崎 0 0 0 1 1
大内 1 0 0 0 1

下江戸 0 1 0 1 2
計 6 6 5 4 21

飯田 5 5 10 6 26
鴻巣 8 3 10 5 26
戸崎 1 7 2 0 10

計 14 15 22 11 62

鹿島 0 1 1 0 2
門部 4 0 3 4 11

北酒出 1 2 2 1 6
南酒出 2 1 4 1 8

計 7 4 10 6 27

静 0 1 2 0 3
下大賀 3 1 5 3 12
瓜連 13 20 7 8 48
中里 5 2 5 1 13
古徳 2 2 5 2 11
平野 5 2 1 2 10

計 28 28 25 16 97

292 307 301 152 1,052

（出展：建築課資料）

合計

戸多

芳野

木崎

瓜連

申請地

神崎

額田

菅谷

五台
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２ 区域指定に係る都市計画法許可件数調べ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【ポイント】 

  ◎子どもの数の推移でほぼ横ばいであった菅谷地区は、住宅の建築件数も他の

地区から突出して多く、保育ニーズの中心は菅谷地区にあると言える。 

◎その他の地域では、五台地区、神崎地区、瓜連地区と続くが、市街化調整区

域で住宅の建築要件を緩和した「区域指定対象区域（平成２９年度からスタ

ート）」で見てみると、中台及び津田地区が全体の約６２％を占めている。 

  ◎新たな保育施設の整備を検討した場合、那珂市の特性であるベッドタウンと

しての地勢を考慮すると、客観的に見ても子どもの数も多く市街化区域であ

る菅谷地区と、水戸市やひたちなか市の通勤途中である中台、津田を中心と

した五台地区への整備が有効であると考えられる。 

 

区域指定に係る都市計画法許可件数調べ（R2.10.31現在）
（単位：件）

平成
29年度

平成
30年度

令和
元年度

令和
2年度

計

12-1 静地区 0 0 0 1 1
12-2 門部地区 2 0 1 2 5
12-3 南酒出地区 1 0 1 0 2
12-4 額田地区 3 3 1 0 7
12-5 四堰地区 0 0 0 0 0
12-6 加納・海後地区 0 0 0 0 0
12-7 戸地区 1 0 0 0 1
12-8 鴻巣地区 1 0 1 2 4
12-9 飯田地区 0 1 1 0 2
12-10 豊喰地区 0 0 0 1 1
12-11 西木倉地区 2 1 1 1 5
12-12 東木倉地区 0 1 2 0 3
12-13 中台地区 5 19 6 7 37
12-14 中台・津田地区 4 2 2 5 13

19 27 16 19 81

（出展：都市計画課資料）

合計
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【参考３】区域指定対象区域位置図 
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１ 将来児童数の推計 

（人） 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

０歳児 ３５０ ３４４ ３３８ ３３０ ３２２ 

１歳児 ３５５ ３６８ ３６２ ３５６ ３４７ 

２歳児 ４１６ ３６９ ３８２ ３７６ ３７０ 

３歳児 ３７９ ４２８ ３７９ ３９２ ３８６ 

４歳児 ４２４ ３８０ ４２８ ３８０ ３９３ 

５歳児 ４４４ ４２７ ３８２ ４３１ ３８２ 

計 ２,３６８ ２,３１６ ２,２７１ ２,２６５ ２,２００ 

（出展：第２期那珂市子ども・子育て支援事業計画） 

 

 

２ 保育所、認定こども園保育時間利用、地域型保育事業による確保の内容 

（人） 

（出展：第２期那珂市子ども・子育て支援事業計画（一部追記）） 

 

  

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

 ３-５歳 
保育の必
要性あり 

０-２歳 
保育の必
要性あり 

３-５歳 
保育の必
要性あり 

０-２歳 
保育の必
要性あり 

３-５歳 
保育の必
要性あり 

０-２歳 
保育の必
要性あり 

３-５歳 
保育の必
要性あり 

０-２歳 
保育の必
要性あり 

３-５歳 
保育の必
要性あり 

０-２歳 
保育の必
要性あり 

保育利用  保育利用  保育利用  保育利用  保育利用  

量の見込み① ６１８ ４５４ ６２０ ４４８ ６０９ ４６３ ６２１ ４６０ ６０４ ４５８ 

計 １,０７２ １,０６８ １,０７２ １,０８１ １,０６２ 

利用定員② 

（保育所・認定こども園等） 
６４７ ４４０ ６４７ ４７０ ６４７ ４８８ ６４７ ４８８ ６４７ ４８８ 

計 １,０８７ １,１１７ １,１３５ １,１３５ １,１３５ 

過不足②－① ２９ ▲１４ ２７ ２２ ３８ ２５ ２６ ２８ ４３ ３０ 

Ⅲ 経過から見る推計 

【ポイント】 

  ◎子ども・子育て支援事業計画においても、年々出生者数が減少して子どもの

数も減少する計画となっている。 

◎①の「量の見込み」については、ほぼ横ばいか若干の減少傾向となっている

ため、上方修正が必要と思われる。 

➊ 子ども・子育て支援事業計画 
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１ 需要と供給の推計（第２期那珂市子ども・子育て支援事業計画基礎データ内訳） 

（赤字は「子ども・子育て支援事業計画」の推計値、それ以外の数値は、R２.４.１現在の実

績値及び将来見込み値を採用） 

 

（１）０歳児 

 
◆０歳児の需要としては、約３割と推計している。 

◆令和２年度の０歳児入所者数は５８名であったが、令和２年１１月１日現在の入所者数

は８５名となっており、供給量に不足が生じるおそれがある。 

◆令和２年度時点では、需要に対して供給は満たされているものの、令和３年度以降は不

足が生じる推計である。 

◆社会的な背景として、育休取得が定着し、復職に伴う保育施設の利用者が増えていると

推測できる。 

◆令和２年度の出生者数は、新型コロナウイルス感染症の影響により、約３００人と推計

する。 

 

 

（２）１，２歳児 

 
◆計画は５割弱の需要で受け入れ枠を見込んでいる。 

◆令和２年４月１日現在で１歳児の待機児童が発生しているとおり、需要が供給量を超え

ている。 

0歳児 計 0歳児 計

R2 321 58 58 87 87 18.1 66.7

R3 344 96 96 93 93 27.9 103.2

R4 338 101 101 96 96 29.9 105.2

R5 330 99 99 96 96 30.0 103.1

R6 322 101 101 96 96 31.4 105.2

需要/
児童数

需要/
供給

0歳児 推計

需要 供給

2歳児 1歳児 計 2歳児 1歳児 計

R2 751 193 166 359 192 164 356 47.8 100.8

R3 737 182 170 352 194 167 361 47.8 97.5

R4 744 192 170 362 194 167 361 48.7 100.3

R5 732 192 169 361 194 167 361 49.3 100.0

R6 717 190 167 357 194 167 361 49.8 98.9

1,2歳児 推計

需要 供給
需要/
児童数

需要/
供給

Ⅲ 経過から見る推計 

➋ 将来の子どもの数と利用者数の推計 
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◆推計では、２歳児の供給量は概ね需要量と同数であるが、将来にわたっても１歳児は不

足が生じている。 

◆保育施設等の利用割合がさらに進んだ場合、明らかに供給不足となる。 

◆国の女性の社会進出８割を想定すると、２００人以上の受け入れ枠がさらに必要。 

◆需要率を６割と想定とすると、あと約６５人程度の受け入れ枠が必要。 

 

 

（３）３歳児 

 
◆３歳児の約７５％の児童が幼稚園又は保育園を利用している。 

◆幼稚園にはまだ若干の保育枠はあるが、保育園に関しては、利用率の高まりなどにより

不足に転じるおそれがある。 

◆需要率９０％の利用を想定すると、２０人から最大６５人の枠が必要となる。 

 

 

（４）４，５歳児 

 
◆４，５歳児の約９０％の児童が幼稚園又は保育園を利用している。 

◆全体として１００％の利用となっても受け入れ可能な供給量はある。 

 

 

 

 

 

 

 

  

1号 2号 計 幼稚園 保育園 計

R2 381 82 203 285 105 212 317 74.8 89.9

R3 428 90 214 304 110 214 324 71.0 93.8

R4 379 88 198 286 110 214 324 75.5 88.3

R5 392 92 207 299 110 214 324 76.3 92.3

R6 386 88 206 294 110 214 324 76.2 90.7

需要/
児童数

需要/
供給

需要 供給

3歳児 推計

1号 2号 計 幼稚園 保育園 計

R2 875 351 419 770 440 401 841 88.0 91.6

R3 807 325 406 731 450 416 866 90.6 84.4

R4 810 313 411 724 450 433 883 89.4 82.0

R5 811 316 414 730 450 433 883 90.0 82.7

R6 775 305 398 703 450 433 883 90.7 79.6

需要/
児童数

需要/
供給

供給需要

4，5歳児 推計

【ポイント】 

  ◎現計画の推計では、４歳児、５歳児の受入れ環境（定数）は整っている。 

◎０歳児から３歳児までの保育枠は現時点でも不足傾向にあり、将来的にも不

足する見込みである。 

◎特に１歳児から３歳児においては、各６０人規模の新たな保育枠が必要と考

えられる。 
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１ 保育施設の種類（厚生労働省資料より） 

 

 

（１）認可保育所（園） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 考察と方向性 

 ➊ 保育施設整備の検討 
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（２）地域型保育事業 
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（３）認定こども園 
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２ 現状の把握から見えてくる課題と対策の方向性 

現状・課題 対策の方向性 

【子どもの数と利用率の高まり】 
・子どもの数は年々減少しており、令和２年

度に出生する子どもは、新型コロナウイル

ス感染症の影響もあり、約３００人と推測

する。 

・ここ５年間における保育施設を利用する子

どもの数は急激に増加し、利用率が高まっ

ている。 

（H２７：２８.５１％⇒R２：４２.９１％） 

・女性の社会進出の高まりと育児休業復帰制

度の定着化により、０歳児から２歳児まで

の未満児（以下「未満児」という。）の利

用が急増している。 

・現在子どもの６０.９１％が特定教育・保

育施設等を利用しており、子どもの数の減

少と将来的な利用率の高止まりのバラン

スを予測しながら供給量を算定すること

は困難ではあるが、近い将来の待機児童解

消のため、全年齢において不足が生じない

ような検討が必要である。 

 

 

・子どもの数はこれまでも減少傾向にあった

が、コロナの影響によりさらに減少する見

込みとなり、将来を見据えると大規模な保

育施設の必要性はないと考えられる。 

・ただし、保育施設の利用率は増加傾向にあ

るため、当面の待機児童対策として必要最

小限の保育施設は必要と考えられる。 

・女性の社会進出の高まりや育児休業制度の

定着化に伴う子育て環境の充実は市とし

ても支援すべき内容であることと、待機児

童の中心が未満児あることを踏まえ、未満

児を中心とした保育環境の充実が必要と

考えられる。 

 

 

【地域性】 
・那珂市がもつ地域特性により、特に菅谷地

区への転入による社会動態の増加がみら

れ、子どもの数の減少幅が抑えられている

状況にある。 

・待機児童、隠れ待機ともに菅谷地区がメイ

ンである。 

・新たな住宅の建築に関しては、菅谷地区が

突出して多く、区域指定対象区域において

は、中台、津田地区の建築件数が多い状況

である。 

・市内の人口動態（社会動態）、住宅建築件

数を鑑みても、子育てニーズの中心は菅谷

地区と言える。 

・さらに、区域指定対象区域の中で住宅建築

数が多く、かつ通勤途中にある五台地区に

優位性が認められる。 

 

 

  

⇒施設整備としては、認可保育園、認

定こども園、既存施設の増設・分園

化、地域型保育事業が考えられる。

増築や分園、小規模施設を考えた場

合、連携等を考慮すると既存施設の

隣接が望ましい。 

⇒施設整備地区は、菅谷地区及び五台

地区画が妥当である。 

Ⅳ 考察と方向性 

 ➊ 保育施設整備の検討 
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現状・課題 対策の方向性 

【待機児童数と入所審査件数】 
・国基準の定義による待機児童（R２.１０.

１：３１人）のほか、保育を希望する入所

審査件数が相当数あり、特定希望者ではあ

るものの隠れ待機も相当数生じているこ

とは課題である。 

・待機児童解消は県・市においても計画上必

須であり、早期解消を図るべきものであ

る。。 

 

【０歳から２歳（未満児）を中心とした施設】 

・待機児童の解消と利用希望者が入所できる

環境を整えるためには、未満児を中心とし

た新たな保育施設の整備が必要であると

考えられる。 

・推計でも、未満児の需要に対して供給が追

い付かなくなる見込みである。 

・未満児の受け入れ枠を増やすのは必要。職

場復帰したくても保育園に入れられず復

帰できないという声を聞く。途中でも入所

できるように余裕を持たせたい。 

・未満児の受け入れ枠だけではなく、将来的

に３歳以上児に進級した際の受け入れ枠

も確保する必要があり、総合的に検討しな

ければならない。 

・待機児童の傾向を見ても、施設整備の検討

の中心は未満児を中心とした施設である。 

・未満児の待機児童解消に特化するならば、

地域型保育事業、既存施設の増園・分園の

整備が有効と考えられる。 

 

 

 

【３歳以上児（以上児）の施設】 
・以上児の保育料無償化に伴い需要率の増加

はあるものの、４、５歳児の供給量は、概

ね確保されている。 

・幼稚園に関しては、公立・私立ともに利用

者が減少し定員割れが生じている。 

・未満児からの保育が進展すると、そのまま

継続して保育施設に通所する傾向がみら

れるため、幼稚園への転園や、３歳、４歳

児になってから幼稚園に入園するニーズ

が減少することも予想される。 

・公立・私立幼稚園との調整が必要である。 

・ひまわり幼稚園が３年保育になると既存私

立幼稚園の経営を圧迫してしまうおそれ

がある。 

・保育施設、公立・私立幼稚園における認定

こども園移行も検討のひとつとしたい。 

・今後の推計でも、４、５歳児の供給量は、

概ね確保されているため、全年齢を対象と

した大規模な保育施設の必要性は低いと

言える。 

・以上児は保育園と幼稚園の選択があるが、

未満児からの保育園利用のケースが多く

なると想定できるため、幼稚園を継続して

いくためには、運営内容や事業内容の見直

しと支援の充実が必要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

⇒未満児の保育量の確保は必須であ

る。 

⇒未満児に特化するならば、地域型保

育事業、既存施設の増園・分園の整

備が有効と考えられる。 

⇒ただし、３歳以上児の定員に不足が

生じないような調整が必要である。 

⇒未満児から以上児へのつながりを踏

まえて調整する。 

⇒幼稚園との調整は今後も必要であ

り、ひまわり幼稚園は令和３年度に

具体的な見直し検討を行う。 

⇒令和３年度及び４年度は国基準の待

機児童をゼロにする。令和５年度に

は、特定希望者を含めた待機児童ゼ

ロを目指す。 
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現状・課題 対策の方向性 

【既存施設の適正定員への減数】 
・保育の供給量に関しては、待機児童解消の

ため市内の各保育施設に対して保育定員

の増員を市からお願いした経緯がある。適

正な定員による安全で質の高い保育環境

を維持する上では、各施設における適正な

保育定員への減数も視野に入れる必要が

ある。 

・平成２７年度の増員 

０歳： ４人、１歳：２２人、 

２歳：２２人、３歳：１６人、 

４歳：２６人、５歳：２５人、 

計：１１５人 

・適正な定員規模に戻し、質の高い保育環境

の維持を図るべきであるが、現状では待機

児童が生じているため、定員の削減は今後

の子どもの数の推移や市内の情勢など勘

案し、長期的に検討する。 

 

【公共施設マネジメント計画と菅谷保育所の在り方】 
・公立の菅谷保育所は、開所から２７年が経

過し、施設の老朽化により公共施設マネジ

メント計画を基にした大規模な改修の計

画が必要である。 

・将来的な改修に当たっては、公立の役割を

明確にしたうえで、適正な規模を調整した

上で改修を行う。 

・菅谷保育所では障がい児を受け入れてい

る。民間施設では保育士等の加配は困難な

ため、公立の役割としては、支援が必要な

子どもの保育は必要であると考える。 

 

・菅谷保育所における公共施設マネジメント

計画を策定する。 

・公立で行うべき役割を明確にした上で、公

立としての保育所運営を行っていく。 

 

 

【茨城県待機児童対策協議会】 
・令和２年度茨城県待機児童対策協議会で

は、令和３年４月１日時点において、真に

保育が必要である国の基準上の待機児童

をゼロにすることを優先的に対応すると

いう県の方針が示された。 

・待機児童の対象者の捉え方など、国・県の

基準に則り来年度の待機児童ゼロに向け

て調整を図る。 

・県の待機児童解消のポイントを適切に実施

し、国の基準上の待機児童をゼロとする。 

 

 

 

 

 

 

  

⇒当面は現状の定員を削減せず、待機

児童対策を行っていく。 

⇒利用定員の削減は待機児童が解消さ

れ、定員に余裕が生じた際に改めて

検討することとする。（長期的課題） 

⇒待機児童とならない年齢児の利用定

員枠を、不足している年齢児枠に移

行して年齢児間における利用定員枠

の見直しを図るなど、利用定員の弾

力運用を実施し、年次ごとに柔軟な

対応を行う。 

⇒子どもの数が減少し、民間保育園の

運営や経営に影響を及ぼすおそれが

ある場合には、公立保育所が調整役

となることが求められる。公共施設

マネジメント計画を基に適正な規模

と適切な機能を勘案しながら中・長

期的視点をもって施設の改修や運営

を図っていく。 
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現状・課題 対策の方向性 

【保育士の確保】 
・近隣で保育園が新設されているが、保育士

が分散されて不足状態にある。 

・現在は、新型コロナウイルス感染症のリス

クなどの影響により首都圏を希望する保

育士が減少し、地元志向となっているため

新卒保育士の確保はできているが、状況が

落ち着けば都内に流れてしまうおそれが

ある。 

・新たな保育施設を整備する当たって、保育

士を確保することが困難である。新しい施

設に保育士が流れてしまい、既存施設の保

育士が不足し、保育面積はあるのに保育士

不足で受け入れできない。保育士が分散し

ただけになってしまうおそれもある。 

・施設整備に伴う新たな保育士の確保が必要

だが、既存施設における保育士確保も重要

な課題と捉え、保育士確保のための各種施

策を実施していく必要性がある。 

・新たな保育施設を整備する場合、保育士不

足の影響は避けられずリスクを伴う。 

・地域型保育事業あるいは既存施設の増設や

分園化ならば、その影響は少ないと考えら

れる。 

・保育士確保施策も有効な手段をもって継続

して実施していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⇒施設があっても保育士が確保できな

い現状を考えると、認可保育所の新

設よりは、地域型保育事業、既存施

設の増設の方がより現実的である。 

⇒ただし、地域型保育事業の場合、一

つの施設のみでは不足するため、2

カ所程度の整備が必要である。 

⇒保育士確保施策としては、令和２年

度にスタートした「保育士等人材バ

ンク」「保育所見学ツアー」の継続

と令和３年度から「産休代替保育士

派遣事業」を実施する。 

⇒その他、有効的な施策を企画し、事

業展開を図る。 
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１ 保育の供給量の計画 

需要と供給の推計から（P３１～P３２の令和５年度推計値） 

 

 

◆０歳児 

・現在の推計では令和５年度で３人の供給量不足 

・育休復帰が進むことで０歳児のニーズはさらに拡大する見込み（１０％と仮定） 

・待機児童は、令和２年度の４月時点では０人だったが、１０月時点では１７人生

じている 

・出生者数を３００人と想定し、現在の需要率の約３０％を４０％に拡大した場合、

１２０人の供給量が必要となる 

・９６人定員のところ１７人の待機児童が生じ、２６人の入所審査件数があること

を鑑みると、当面は１０人～20 人程度で、将来的にも２０人～３０人程度の供

給量が不足すると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

  

R5
保育園
見込み

②

R5
幼稚園
見込み

③

R5
保育園
定員
④

R5
幼稚園
定員
⑤

保育園
過不足
④－②

幼稚園
過不足
⑤－③

0 330 99 96 -3 30.00 103.13
1 356 169 167 -2 47.47 101.20
2 376 192 194 2 51.06 98.97

3 392 207 92 214 110 7 18 52.81 23.47 96.73 83.64
4 380 207 158 215 225 8 67 54.47 41.58 96.28 70.22
5 431 207 158 218 225 11 67 48.03 36.66 94.95 70.22

合計 2,265 1,081 408 1,104 560 23 152 47.73 18.01 97.92 72.86

R5
児童数

①
年齢

R5
保育園
需要／
児童数
②/①％

R5
保育園
需要／
供給

②/④％

R5
幼稚園
需要／
供給

③/⑤％

R5
幼稚園
需要／
児童数
③/①％

供給（人）需要（人） 過不足（人）

◆０歳児

R5保育見込み：120人 ・中・長期：20人～30人

・短期：10人～20人

R5定員：96人

130110 120

供
給

短期的必要数

中・長期的必要数
需
要

70 80 90 10060

待機児童：17人

入所審査件数：26人

ニーズ拡大見込み10％：24人

供給量不足：3人

計画値 
短期的必要数 中・長期的必要数 

１０人～２０人 ２０人～30 人 

Ⅳ 考察と方向性 

 ➋ 保育施設整備の計画 
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◆１歳児 

・現在の推計では令和５年度で２人の供給量不足 

・育休復帰が進むことと保育ニーズが高まることによって１歳児のニーズはさらに

拡大する見込み（１０％と仮定） 

・待機児童は、令和２年度の４月時点では１１人で１０月時点では８人生じている 

・子どもの数を出生者数の３００人から１年進行して１０人加え３１０人と想定し、

現在の需要率の約５０％を６０％に拡大した場合、１８６人の供給量が必要となる 

・１６７人定員のところ８人の待機児童が生じ、１４人の入所審査件数があること

を鑑みると、当面は１０人～２０人程度で、将来的にも２０人～２５人程度の供

給量が不足すると考えられる。 

 

 

 

 

 

◆２歳児 

・現在の推計では令和５年度は２人の供給量の超過を見込んでいる 

・女性の社会進出の高まりによる保育ニーズの増加などを理由に、２歳児のニーズ

はさらに拡大する見込み（２０％と仮定） 

・待機児童は、令和２年度の４月時点で０人だが、１０月時点では５人生じている 

・子どもの数を出生者数の３００人から２年進行して２０人加え３２０人と想定し、

現在の需要率の約５０％を７０％に拡大した場合、２２４人の供給量が必要となる 

・１９４人定員のところ５人の待機児童が生じ、１２人の入所審査件数があること

を鑑みると、当面は１０人～２０人程度で、将来的にも２０人～３０人程度の供

給量が不足すると考えられる。 

 

 

 

◆１歳児

R5保育見込み：186人 ・中・長期：20人～25人

・短期：10人～20人

R5定員：167人

170

中・長期的必要数

供
給

需
要

短期的必要数

180 190120 130 140 150 160

ニーズ拡大見込み10％：19人

待機児童：8人

入所審査件数：12人

供給量不足：2人

◆２歳児

R5保育見込み：224人 ・中・長期：20人～30人
・短期：10人～20人

R5定員：194人

160 170 230180 190 200 210 220

需
要

中・長期的必要数
短期的必要数

供
給

ニーズ拡大見込み20％：30人

待機児童：5人

入所審査件数：12人

計画値 
短期的必要数 中・長期的必要数 

10 人～２０人 20 人～２５人 

計画値 
短期的必要数 中・長期的必要数 

10 人～２０人 ２０人～３０人 
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◆３歳児～５歳児 

・現在の推計では令和５年度は、保育園・幼稚園ともに３歳児から５歳児までの供

給量不足はない 

・待機児童は３歳児のみ生じており、令和２年度の４月時点で０人だったところ、

１０月時点では１人である 

・出生者数が今後減少し、子どもの数も減少していった場合、幼稚園の入園人数の

減少が懸念される 

・未満児から保育施設に通所するケースの増加が見込まれる中、パートタイムなど

の短時間労働の保護者などを中心としたニーズを把握し、幼稚園の利用を促進す

ることで幼稚園と保育施設が共存する環境を整える 

 

計画値 

短期的必要数 中・長期的必要数 

０人 
幼稚園との連携調整と 

保育園の適正定員化の検討 
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２ 整備する保育施設の内容とスケジュール（案） 

（１）短期的計画 

 短期（⇒保育士の基準数） メリット デメリット 

手法 

・ 

保育枠 

・ 

保育士 

案１ 地域型保育事業（２カ所） 

０歳：５人 ⇒ ３人 

１歳：７人 ⇒ ２人 

２歳：７人 ⇒ ２人 計 7 人 

計：１９人×２＝３８人 

・未満児に対応 

・大きな施設が不要 

・整備費用負担少額 

・３歳児への連携・つ

なぎに不安 

・連携協力施設が近隣

にないと不便をき

たす 

案２ 既存施設の増設・分園 

０歳： ６人 ⇒ ２人 

１歳：１２人 ⇒ ２人 

２歳：１２人 ⇒ ２人 計 6 人 

計：３０人 

・既存法人の安心運営 

・整備費用負担少額 

・３歳児への連携が容

易（立地場所） 

・新規参入不可 

・隣接の建設用地が必 

要となる 

・３歳児への連携が困

難（保育人数のつな

ぎ） 

案３ 認可保育園の新設 

０歳： ６人 ⇒ ２人 

１歳：１２人 ⇒ ２人 

２歳：１２人 ⇒ ２人 

３歳：１２人 ⇒ １人 

４歳：１２人 ⇒ １人 

５歳：１２人 ⇒ １人 計 9 人 

 計：６６人 

・全年齢児の受入れ可 

・入園から卒園まで在

籍でき、きょうだい

も受入れ可能 

・現状では以上児は不

足していないが、将

来的に既存施設の

適正定員の減に寄

与できる 

・用地確保が必要 

・将来の子どもの数に

影響される 

・費用負担が大きい 

・幼稚園利用者減少を

助長するおそれあ

り 

整備地域 菅谷地区 又は 五台地区 

・市内の子どもの数に

準ずる 

・自転車送迎可（車が

ない生活困窮者な

どの地理的優位性） 

・通勤途中など利便性

高い 

・周辺地域の活性化に

繋がらず 

・連携協力施設と近い

方が望ましい（案

１、案２の場合） 

待機児童 

対策 

・待機児童とならない年齢児の利用定員枠を、不足している年齢児枠に移行して年

齢児間における利用定員枠の見直しを行うなど、保育定員の弾力運用を実施 

幼稚園 ・ひまわり幼稚園の運営検討（市立幼稚園対策協議会） 

保育士 

確保 

・保育士等人材バンク設置運営事業 

・保育施設見学ツアー 

・産休代替保育士等派遣事業 

 

Ⅳ 考察と方向性 

 ➋ 保育施設整備の計画 



 

45 

 

【参考】保育施設整備におけるタイムスケジュール 

 令和２年度  整備内容の概要決定 

 令和３年度  保育施設整備審査会設置 

        ・募集要項等の決定～公募～プレゼンテーション～事業者決定 

 令和４年度  保育施設の整備～保育士確保～園児募集 

 令和５年４月 保育施設の開園 

 

 

（２）中・長期的計画 

中・長期的課題及び検討項目 

ハード的要素 ソフト的要素 

【保育施設等の検討】 

・出生者数と子どもの数の推移による

整備計画の見直し 

・既存施設の改修による整備 

・菅谷保育所の改修と規模感、実施事

業、機能の検討 

・認定こども園の検討（公立・私立幼

稚園、保育施設からの移行など） 

 

【他計画との整合性】 

・策定中である那珂市立地適正化計画

との整合性を図る 

【利用しやすい保育所運営】 

・幼稚園との連携や一時預かり事業の

時間延長などの柔軟な対応の検討

（新２号認定者の預かり保育料の限

度額超過分の補助など） 

・きょうだい優先枠の検討 

 

【事業者への補助】 

・リスクの高い園児の保育に対する、

市からの補助等の検討 

・障がいの疑い・障がいのある子ども

のを支援する体制の検討 

・保育の質を上げるための研修費補助

の検討 

 

【適正定員化】 

・市内保育施設の供給量と子どもの数

に応じた利用定員の適正化の検討 

 

  



 

46 

 

 

 
 

 

１ 待機児童解消及び保育士確保に関するアンケート調査 

  （市内保育施設９園の施設長を対象に令和２年８月に実施）  

 

 

問４ 保育士の不足感についてあてはまるものに〇を入力してください。

ア 6

イ 3

ウ 1

問５ 問４でアに○をした場合、不足により困っていることに○を入力してください。（複数回答可）

ア 4

イ 3

ウ 2

エ 3

オ 1

カ 1

キ 1

ク 4

ケ

問６ 保育士採用の際に重視する点に○を入力してください。（複数回答可）

ア 6

イ 7

ウ 6

エ 1

オ 8

カ 1

キ 1

ク 4

ケ 5

コ 2

サ 2

シ 3

ス

不足している

どちらともいえない

不足していない

（発達）障がい児支援

クラス運営

職員の疲弊

勤務可能時間

人間性、言葉遣い

向上心、意欲、熱意

経験年数

本人の雰囲気（明るさ、笑顔、健康的）

乳児保育

３歳以上児の保育

保護者対応

園行事

研修に行けない

その他

臨機応変さ、忍耐力

その他

年齢、新卒

選ぶ余地はない

子どもが好きであること、保育観

コミュニケーション能力、協調性

雇用形態

資質、能力（運動、音楽、絵画）、体力

問７ 昨年度退職した保育士の人数を入力してください。

16 人

問８ 退職理由に○を入力してください。（複数回答可）

ア 3

イ 5

ウ 2

エ 2

オ 1

カ 0

キ 1

ク 1

ケ 0

コ 1

サ

問９ 貴園で取り組んでいる又は今後取り組む予定のものに○を入力してください。

（１）業務量軽減のための取り組み

ア 4

イ ・様式の流用 6

ウ ・会議時間の短縮、作業の短時間化　　・行事の簡素化 7

エ 7

オ ・勤務時間内での書類作成 7

カ ・保育補助者　・事務員の配置 8

キ ・園庭管理等の業務委託 2

退職した保育士数

・保育士の増員　・代替職員の配置　・パート、非常勤職員の配置　・事務職員の増員

人間関係

契約期間満了、定年退職

能力不足（のため更新せず）

保育観の相違

その他

結婚、妊娠、出産、育児

自己都合、家事事情、年齢

病気、体調不良

転職、学業、非正規から他園へ正規転職

転居、通勤距離

介護

書類業務時間の確保

保育士以外の配置

業務委託

ＩＴ化

書類の簡素化

業務の短時間化

保育士の配置

Ⅴ 参考（アンケート調査） 

➊ 各種アンケート 
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（２）働きやすい職場づくりのための取り組み

ア ・ストレスチェック　・クレーム対応のための職員会議 5

イ ・ノー残業デイ　・定時退社の励行 5

ウ ・休暇がとれるシフト　・子育てとの両立支援 9

エ 8

オ ・複数担任制による業務対応　・全職員による問題解決への取り組み 8

カ ・職員互助会　・職員旅行 6

キ ・保育に関する自己評価チェックリスト 5

ク ・職場を離れての休憩時間の確保　・昼休憩時間の確保 4

ケ ・土曜保育の事前把握 8

ア ・学生の職場体験　・ボランティア受け入れ　・学生への職場アピール 7

イ 4

ウ 6

エ ・市との連携（障がい児、要保護児童への対応） 6

オ ・資格取得　・園内研修 7

問１０ 取り組みへの障害となっていることに○を入力してください。

ア ・持ち帰り仕事　・業務量の多さ　・保護者対応、預かり保育による勤務増 2

イ ・求人では見つからない 6

ウ ・職員会議、研修の時間が取れない 3

エ ・発達障がい児への対応　・保護者からのクレーム対応 3

オ ・勤務体制、配置基準の限界 4

カ ・職員同士の人間関係　・職員のメンタルサポートに関する相談先がない 2

キ ・人件費の高騰 2

ク

メンタル面のサポート

残業・持ち帰り仕事の予防

勤務体制

土曜保育

（３）その他取り組み

保育人材確保

いばらき保育人材バンクの登録

経済的支援 ・皆勤手当　・家族手当　・資格取得手当　・職能に応じた賞与の加算　・家賃補助

休暇 ・休暇取得の促進　・土曜出勤の代休　・育児・介護休暇の実施　・リフレッシュ休暇

業務面のサポート

福利厚生

評価制度

休憩時間

配置

職員のメンタル面

人件費

その他

他機関との連携

業務のバックアップ

業務

保育人材

書類作成

発達障がい児・保護者への対応

問１１ 行政に望むものに○を入力してください。（複数回答可）

ア 5

イ 7

ウ 6

エ 8

オ 6

カ 4

キ

問１２ 問11でエに○をした場合、保育士が市内の保育園への就職を希望するようになるには、行政側でどのような支援をするとよいか、

次の中から選択してください。その他の欄には、ア～ク以外の支援をご記入ください。

1 2 3 4 5

ア 3 0 4 0 2

イ 4 1 1 0 3

ウ 1 1 4 3 0

エ 1 1 5 2 0

オ 1 0 5 2 1

カ 4 1 2 0 2

キ 5 1 3 0 0

ク 6 2 0 0 1

ケ 6 1 2 0 0

コ 処遇改善助成金 6 1 2 0 0

サ 6 0 3 0 0

シ 5 1 2 1 0

ス

高 1

2

中 3

4

低 5

問１３ 低年齢児の待機を解消するため、貴施設の部屋面積を最大限に利用し受け入れることについてどちらかに〇を入力してください。

可能 5 不可能 4

可能な場合、保育士はあと何人必要か数字を入力してください。

9 人

書類の簡素化

ウ、エ 評価

家賃補助（本人契約に限る）（本人へ支給）

ぜひ取れ入れるべき ぜひ参加したい

全職員に対する処遇改善

補助（研修会負担金補助、事務職雇用、仕事着・PC購入費等環境改善）

保育士確保

土曜保育（利用者の有無による保育料の差別化、家庭での保育の推奨）

キャリアアップ・処遇改善加算制度

その他

評　　　価

那珂市保育人材バンクの設置

就学資金貸付（卒業後、市内保育園就職条件）

産休代替職員補助

非常勤保育士賃金補助（時給に上乗せ）

永年勤続手当補助

その他

保育士等合同就職説明会の開催

保育所見学ツアーの実施

どちらでもよい 参加しない

就労準備金補助（本人へ支給）

復職支援金補助（本人へ支給）

取り入れるべき あれば参加する

新卒（復職）採用者への就職一時金補助（本人へ支給）

ア、イ、オ、カ、キ、ク
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※「優先度が高い」、「取り入れるべき」は“１”、低いものは“５” 
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8%

9%

4%

37%

24%

15%

3%

≪問≫ 継続就労に必要な補助

新卒（復職）採用者への就職一時金補助

家賃補助（本人契約に限る）

就労準備金補助（引越し費用など）

給与の上乗せ補助（非常勤含む）

永年勤続手当補助

研修会等参加負担金補助

その他1（自由記載）

14%

14%

21%
33%

15%

3%

≪問≫ 保育士確保と継続就労に効果がある事業

保育士合同就職説明会

保育園見学ツアー

保育士人材バンクの設置

産休代替職員補助

就学資金貸付

その他2（自由記載）

２ 保育士アンケート 

  （市内保育施設に勤務する保育士を対象に令和２年８月に実施） 

   ※保育士数２４７人⇒１５１人回答 回答率６１．１３％ 
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３ 保育学生アンケート 

 （連携協定を締結している大学等に通う保育士を目指す学生を対象に令和２年９月

に実施） 

  ※対象大学等は、茨城女子短期大学（１６０名）、常磐短期大学（２６６名）、茨

城キリスト教大学（１３０名）、リリーこども＆スポーツ専門学校（４０名）

の計５９６名で、１０月１２日現在で締め切った２４９名のデータにて集計 
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（参考）学生アンケートチラシ 
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【短期】令和２年度～ 

 

（１）保育士人材バンク等設置運営事業（R２.１０.１スタート） 

 復職を検討している潜在保育士等を発掘し市内民間保育施設の保育士確保を支援

する。 

募集する者 ①保育士②保育補助者③幼稚園教諭④保健師⑤看護師 

内容 
登録申込→登録→保育施設へ周知→保育施設長閲覧申請→登録申込写交付→保

育施設で登録者へ連絡し面接等実施→採用→登録削除 

予算 なし 

実施自治体 かすみがうら市（数名／名）、神栖市（４～５名／年） 

 ※これまで１人の登録あり。 

 

（２）保育施設見学ツアー（R２.１２.１７実施～毎年度１～２回実施予定） 

 ハローワーク水戸と共催し、就労したい保育士に市内保育施設を見学してもらい就

労を促し保育士を確保する。 

要件 ハローワークに求人登録している保育施設 

内容 

参加申し込み者は中央公民館に集合し公用車等で移動。保育施設１か所約３０

分見学し、３施設を巡る。（９：３０～１２：３０） 

定員：５名  

予算 なし 

実施自治体 水戸市、ひたちなか市 

 

 

  

Ⅵ 待機児童解消及び保育士確保対策プラン 
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【短・中期】令和３年度～（令和５年度） 

 

（１）産休代替保育士等派遣事業（保育施設に補助） 

 産休育休で不足している保育士を一時的に確保することで園児の受け入れを可能

とし、待機児童をなくすとともに、保育士にとって働きやすい環境を整えることによ

り、離職者を減らし安定した質の高い保育を提供することを目的とする。 

要件 

市内民間保育施設に勤務する保育士が産休育休で一時欠員になることにより園

児の受け入れが困難となる保育施設で、派遣会社などを利用し期間限定で保育

士を雇用した場合。 

内容 

産休育休した職員の基本給と、派遣保育士に係る経費の差額分について、１８

０万円（月１５万円）を限度に補助する。補助期間は年度末まで。（ただし、育

休による場合は延長あり） 

予算 給与差額１,８００,０００円×５人＝９,０００,０００円 

実施自治体 なし（保育施設・保育士・学生アンケートで要望あり） 

 

（２）保育施設整備事業（仮） 

 

 

【中・長期】令和４年度以降 
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【各施策とタイムスケジュール】

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

短期

待機児童解消

（ハード）

◎保育施設等整備

の必要性の検討

※整備する施設の内容

（新・増設、期間限

定、公設民営、分園化

など）についてR2年度

中に調査検討し、方針

を決定する。

◎保育施設等整備

審査会

◎保育施設等整備

事業

経済的負担軽減

その他
◎菅谷学童保育所

プレハブの廃止

◎利用者負担額の減額見直し

※利用者減に伴うもの

中期 長期⇒待機児童ゼロ（目標）

待機児童解消

（ソフト）

◎保育士等人材バンク設置（R2.10.1設置）：潜在保育士の発掘と雇用機会の提供

◎保育施設見学ツアー実施（R2.12.17実施）：保育士確保対策

◎産休代替保育士等派遣事業（施設補助）

※R5に効果検証し、R6以降の継続の有無を判断する

※R5保育施設開所

 ⇒待機児童ゼロを目指す


